
資本市場　2026．6（No. 490）月
刊14

■はじめに

　2026年 2 月28日に突如始められたアメリカ
とイスラエルによる対イラン戦争は、ほぼ40
日間の交戦を経て、パキスタンが仲介し、ア
メリカとイランの双方が同意した形で 4 月 8
日に 2 週間の一時停戦に入った。その後、ア
メリカが一方的に停戦の無期限延長を宣言
し、本稿執筆時点の同年 5 月中旬において

も、大枠的にはその一時停戦の状態が続いて
いる。しかしながら、イラン側が 4 月上旬時
点で主張していたレバノンを含む地域大での
停戦にイスラエルが同意を渋り、またペルシ
ア湾の出入り口にあるホルムズ海峡の事実上
の閉鎖の解除の条件を巡り、アメリカとイラ
ンの間で対立が残る状態が続いている（注 1 ）。
　ホルムズ海峡に関しては、 4 月13日よりア
メリカがホルムズ海峡の外側にあるオマーン
湾とアラビア海の間において海上封鎖を宣言
し、対立がさらに深まった。その後の 4 週間
の間だけでも、封鎖を実施しているアメリカ
海軍の駆逐艦が、イラン側の積み荷を運んで
いるタンカーや貨物船に砲撃を加え、拿捕す
る事件が少なくとも 4 件発生している。国際
法的には、海上封鎖は戦時行為の一部であ
り、イラン側はアメリカの行動を停戦違反で
あると主張している。他方、ホルムズ海峡を
挟んでイランの対岸に位置するオマーン側を
船舶がイラン側の許可なしで通ることには、
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停戦当初よりイランが反対しており、アメリ
カによる海上封鎖への反発がそれに加わり、
イラン側との調整なしに通過しようとする船
舶への威嚇攻撃が起こっている。
　それに対し、自らの戦艦による間接的な

「通過支援」の名の下で、その状態を無理や
り解除することを目指したアメリカの試みは
5 月 4 日に突如発表されたものの、 1 日後に
中断が宣言されるにいたった。報道では、事
前相談を受けていなかったサウジアラビアの
反対が中断の理由であったという。しかし、
中断が宣言された 2 日後の 5 月 7 日に、イラ
ン海軍が自国製の巡行ミサイルでホルムズ海
峡通過中のアメリカの駆逐艦を直接攻撃する
事案が発生するなど、両国間において軍事的
緊張が信じがたいレベルにまで高まった

（注 2 ）。これらの結果、本論執筆時において、
ホルムズ海峡は依然として事実上の封鎖状態
にある。
　無論、今後の予測は不可能であるが、これ
から数か月から半年ほどの間で、アメリカ側
が求める形であれ、イラン側が求める形であ
れ、両国間の懸案が何らかの政治的な妥結に
いたると想像することは、双方側の要求の間
のへだたりが大きいことを踏まえると、基本
的に不可能な状態にある。また、近い将来に
おいて、アメリカとイスラエルによる対イラ
ン軍事攻撃が、本格的な形で再開される可能
性も少なくないが、その場合ですら、自らの
軍事力を温存する形で戦略的な反撃をしてき
たイランが容易に敗北するとは考えにくい。

本論では、双方間の問題がここまでに拗れる
ことになった背景と経緯を簡単に振り返り、
なぜ問題解決が困難であるのかについて議論
を加える。

■ 1 ．問題の深因としてのトラ
ンプ政権のイラン核合意

（2015年）への反対

　オバマ政権期のアメリカが、欧州三か国
（英仏独）とロシア、中国を巻き込み、イラ
ンと合意した2015年 7 月のイランの核問題に
関する共同歩調包括合意（JCPOA、いわゆ
るイラン核合意）が、そもそも可能になった
のは、オバマ大統領によるイランのウラン濃
縮プログラムの存続を許すという歴史的に重
要な英断が背景にあった。アメリカの国務長
官とイランの外相が公に接触し、対面で長時
間に亘る外交折衝を繰り返すことで、細部の
調整を経て包括合意に持ち込むことができた
のは、オバマ政権期のアメリカが、歴代政権
の中で初めて、イラン側にその国際条約下の
権利、具体的には核不拡散条約（NPT）下
での原子力の平和利用

4 4 4 4 4 4 4 4

を認める姿勢を示して
いたからであった（注 3 ）。オバマ大統領は、
2016年に現職のアメリカの大統領として初め
て広島を公式訪問した人物として知られる
が、そ も そ も こ れ ら に 先 立 つ2009年 4 月

（2009年 1 月の大統領就任からわずか 2 か月
半後）にチェコ共和国の首都プラハでおこな
った核軍縮に関する演説において、イランへ
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の譲歩の可能性を公に示唆していた。
　オバマ大統領は、その演説において、イラ
ンの核計画と弾道ミサイル・プログラムは国
際社会に対する脅威であるとのアメリカの歴
代政権の姿勢は維持しながらも、イラン側が
協調姿勢に転じるならば、イランの原子力の
平和利用については支持すると、明確に断言
をした（注 4 ）。もちろん、イランとアメリカ
が主要 5 か国を巻き込んで2015年の包括合意
に至るまでには、ウラン濃縮を中心とするイ
ランの原子力計画を巡って、国際原子力機関

（IAEA）の理事会の決議、イラン問題の国
連安全保障理事会への付託、安保理における
国連憲章第 7 章の下での（つまり国連加盟国
が施行義務を負う）対イラン制裁決議の採
択、イラン中央銀行をも対象とする金融制
裁、イランを世界の銀行送金網（SWIFT）
からの追放を含む欧州連合の金融制裁（2012
年 1 月）、原油タンカー保険市場からイラン
を締め出す欧州連合の経済制裁（2012年 7
月）など、数々の国際的な施策がとられるこ
とになった。最終的に、イラン側が国際協調
の姿勢を見せ始めたのは、2013年 6 月に大統
領選挙を通じた政権交代が成立し、国際社会
と対峙する姿勢を貫いていたアフマディネジ
ャード政権に代わり、国際協調派のロウハー
ニー政権が登場したからであった。アメリカ
のケリー国務長官とイランのザリーフ外相の
直接会談と 2 年間に亘る密接な外交折衝が可
能になったのは、このように、アメリカ側が
オバマ政権であり、イラン側がロウハーニー

政権であるという、稀な組み合わせが生じて
いたからであった。
　いわばアメリカ・イラン側の相互の譲歩と
協調姿勢の結果、初めて可能になったイラン
と国際社会の間の核問題に関する2015年の国
際合意は、その歴史的な意義にもかかわら
ず、内在的な脆弱性を包含していた。まず、
イラン核合意（JCPOA）は、合意の 1 週間
後に国連安保理決議（2231号）で追認したも
のの、国際法的には、条約ではなく、政治合
意にすぎなかった。したがって、当該国にお
ける国会の批准を必要とはせず、政権の判断
のみで離脱が可能なものであった。さらに、
アメリカ国内政治的には、イラン核合意の締
結された2015年はオバマ政権第 2 期目の 3 年
目に当たり、次期大統領選挙を翌年に控え、
またアメリカ議会は既に野党共和党が多数派
を占めており、レームダック化した時期（の
影響力が減少した状態）での国際合意であっ
たため、アメリカ国内では超党派的（つまり
民主・共和両党からの）な政治的支持が存在
していなかったこと。つまりオバマ大統領
は、国際的には自らの評判を「現金化する」

（梃子として使う）ことで、この時期にイラ
ン核合意の締結にこぎつけることができた
が、国内的には「現金化する」評判が残って
おらず、既に表明されていた共和党議員のイ
ラン核合意への反対を乗り越える形で、自ら
の政権終了後の核合意の持続を固めることは
できずに2017年 1 月に退任することになっ
た。
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　したがって、2015年のイラン核合意の問題
点は、トランプ政権が 1 期目において主張し
ていたように、合意にサンセット条項（信頼
醸成のための期間が終了後、イランの原子力
の平和利用が、例えば日本の原子力の平和利
用と同様の、保障措置協定［safeguards 
agreement］下のルーティーン的なものにな
ることを許す条項）が含まれていたことや、
核計画以外の「懸念」（イランの弾道ミサイ
ル・プログラムや中東地域における武装勢力
への支援）が合意の範囲に含まれていないこ
とのように、いわば合意文書のテクニカルな
側面にあったのではない。それ以前に、アメ
リカ国内政治における対イラン姿勢を巡って
の1979年以来の（対イラン強硬派と対イラン
協調派の間の）根本的な対立を乗り越える形
で締結されていなかったことが、その脆弱性
の原因であった。さらに、中東地域諸国内に
おいても、イランに対しては同様の対立が存
在し、2015年のイラン核合意についても、国
連安保理の常任理事国は全て締結国に含まれ
ていたものの、地域では、イスラエルとサウ
ジアラビアが同意する形で結ばれておらず、
同意の直後よりスポイラー（妨害・破壊を狙
う者）の役割を演じることになった。
　最後に、2015年のイラン核合意の（いわ
ば）見えざる問題点としては、同合意が政治

（政府）主導の合意であり、民間ビジネス界
の後押しが必ずしも伴っていないものであっ
たことも指摘できる。イラン核合意は、2016
年 1 月16日の施行日においてそれまでイラン

に課されていた全ての経済・金融制裁の一括
解除と引き換えに実施に移された。すなわち
想定上は、イランとの経済取引や同国への経
済投資が再び可能になることにより、実際に
経済取引が活性化することが予期されてお
り、イラン側が最も期待していたものが、ま
さにこの側面であった。ところが、実際にお
こったことは、国連安保理や欧州連合が科し
ていた経済・金融制裁は解除になったもの
の、アメリカは自国の民間企業等がイランと
商取引をすることは大統領令で引き続き禁止
しており、また欧州のメガバンクや保険会社
等がアメリカの次期政権からのイランとの商
取引に対する追徴金の支払いなどの制裁措置
を恐れ、イランとの商取引に対する融資や保
険の引き受けを控えるという事態であった。
つまり、イラン核合意は実施にいたり、国際
的な対イラン経済・金融制裁は解除になり、
イラン側は核合意下の義務を果たしていたに
も関わらず、その引き換えとして起こること
が予期されていた、対イランの大型商取引や
投資などは実際には実現しなかったという問
題であった（注 5 ）。
　その後、2016年11月の大統領選挙を経て、
2017年 1 月にアメリカで共和党のトランプ政
権が誕生し、結果的に 1 年と数か月の期間を
経ることにはなったが、選挙運動期間中から
公言していた通り、トランプ大統領は2018年
5 月にイラン核合意からアメリカが単独離脱
することを発表した（注 6 ）。同年は、アメリ
カでトランプ政権が成立した直後の2017年 6
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月の大統領選挙で、現職で国際協調派のロウ
ハーニー大統領がイラン国民多数派の付託を
得て、再選された翌年に当たるものであっ
た。安全保障畑出身のロウハーニー大統領
は、核合意締結について、対外強硬派の最高
指導者から容認の姿勢を引き出しており、ま
た中東地域における親イラン勢力との親密な
支援関係の構築に積極的なイスラーム革命防
衛隊（国軍と並び、政治的にはそれより影響
力をもつイランの正規の軍事機構）を政治的
に牽制するなど、一定程度政治力のある大統
領であった。しかしながら、上述のとおり、
2015年の核合意の期待された経済効果は実現
せず、またロウハーニー政権下のイランもア
メリカによる対イラン制裁強化（いわゆる

「マキシマム・プレッシャー」）政策に対抗
し、核合意下の義務履行の縮小措置を段階的
にとり始めため、一旦は中間層らからの広範
な支持を受けていた同政権も、国内政治的に
失速するにいたった。
　トランプ大統領は2020年11月の選挙で再選
を果たせず、 1 期のみでの退陣となり、一旦
は、2021年 1 月に就任した民主党のバイデン
政権下でのアメリカのイラン核合意への再参
加が期待された。しかし、長年上院で外交委
員会で重要な役割を果たし、イラン核合意を
結んだオバマ政権の副大統領であったにもか
かわらず、バイデン氏は、残念ながらオバマ
大統領の英断を引き継ぐ決断はとらず、いわ
ばトランプ政権的な新たな拡大合意締結要求
をイラン側につきつける姿勢をとり、（アメ

リカの二次制裁の人質となっていた）イラン
核合意はますます有名無実化することになっ
た（注 7 ）。イランでは、歴史的なイラン核合
意の実現を可能にした（イラン革命後、最も
国際協調に長けていた）ロウハーニー政権が
2 期 8 年間の政権担当を終え、2021年の 6 月
の大統領選挙で、イラン革命後、最も内向き
で強権的な保守派のライースィー政権の成立
を見る結果となった。イラン核合意の経済的
な効果の欠如だけがその背景にあった訳では
ないが、トランプ政権（第 1 期）と就任直後
期のバイデン政権の姿勢が、その登場に大き
く貢献した面は否めない（注 8 ）。バイデン政
権は、結局、イラン核合意には復帰せず、ま
た同政権期に2023年10月からのイスラエルに
よるガザ戦争（およびパレスチナ民間人に対
する集団殺害）の開始・継続と、2016年 1 月
にイラン核合意で一括解除された国連安保理
の経済・金融制裁の、2025年 9 月の一括復活

（いわゆるスナップバック）を許すという無
作為で特徴づけられる政権と化し、大統領自
身の高齢化もあり、 1 期で退陣する結果とな
った。

■ 2 ．トランプ政権復活と対イ
ラン強制の手段としての戦
争の選択

　 1 期で退陣したバイデン政権の後に政権に
ついた第 2 期目のトランプ政権は、就任直後
はイランとの間で外交交渉を行う姿勢を表面
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的に示していた。しかしアメリカ側の交渉担
当に外交にも核問題にも知見も経験を持たな
い人物を任命し、イランに対する要求も二転
三転させ、イラン側がウラン濃縮プログラム
の放棄に応じないとして、政権就任後わずか
4 カ月余りであった2025年 6 月13日に、外交
交渉中であるにもかかわらず、イスラエルに
よる対イラン攻撃開始を容認した（注 9 ）。さ
らに10日目の 6 月22日には、アメリカ自らが
アメリカ本土から飛行したB2爆撃機により、
イランの領空と主権を侵害し、テヘラン南部
のフォルドゥ地下核施設を地中貫通型爆弾で
破壊する行為に及んだ（注10）。
　アメリカとイランの間の外交・政治的な対
立は1979年11月以来続いている。しかし、イ
ラン本土に対する空爆による武力攻撃を行っ
たのは、アメリカの歴代政権で 2 期目のトラ
ンプ政権が初めてであった。それでも、イラ
ンの国家要人を軍事的手段で暗殺する行為
は、 1 期目のトランプ政権の時期に既に始め
ていた。それは、2020年 1 月のイランの革命
防衛隊クドゥス軍（国境外活動をミッション
とする部門）司令官のカーセム・スレイマー
ニー少将の暗殺であった。イランの国軍で
は、最高位が少将（Major General）であり、
スレイマーニー少将は革命防衛隊全体の総司
令官ではなかったものの、総司令官（少将）
と同じランクであり、イラン国家の要人中の
要人ともいえる人物であった。そのスレイマ
ーニーが、シリアに出張し、出張先のシリア
から民間航空機で、イラク政府の招待でイラ

ク政府高官との協議のために、イラクのバグ
ダッド空港に到着し、イラク政府の要人の迎
えを受け、イラク政府の要人が同乗した政府
公用車で空港の敷地から出たところを、トラ
ンプ政権は、（「イスラム国」掃討作戦の名目
で）イラクに駐留していたアメリカ軍の攻撃
用無人機による事前警告なしの攻撃で暗殺し
た。この、イランの国軍の高位の司令官が公
務出張をしている出張先の第 3 国で、受入れ
当該国政府の関係者と移動中で、軍事的に何
の挑発的行為にも従事していない時に、警告
なしに軍事的攻撃を以て暗殺するという行為
は、無論、戦時法や国連憲章を含む既存の国
際法において容認されているものでは全くな
く、トランプ政権は、今次の対イラン戦争に
おいて見せている国際法無視の姿勢を、第 1
期の在任期間中に既にみせていたといえる

（注11）。
　アメリカは、2025年 6 月にイスラエルがイ
ランに対して始めた一方的な軍事攻撃（いわ
ゆる「12日戦争」）においても、空中給油等
の後方支援およびイスラエルに向けたイラン
の反撃（弾道ミサイル・巡航ミサイル・無人
機等）の迎撃、さらに上述の通り、戦争10日
目にイランの核施設への爆撃の形で、軍事的
に加担した。2026年 2 月28日に再び奇襲攻撃
の形で始められた、今回のイラン戦争は、自
らの執務室で国防大臣および国軍のトップ司
令官と会議中であった、国家元首で全軍司令
官でもあるハーメネイー最高指導者の暗殺で
以て始められた。これも、2020年 1 月のスレ
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イマーニー暗殺と同様、挑発なき一方的な軍
事攻撃であり、イラン側がなんらの「差し迫
った脅威」を呈していたとの明らかな根拠は
なく、先制攻撃（pre-emptive attack）とみ
なせるものでもない。また、主権国家として
のイランが行うかもしれない行為、あるいは
その存在自体が、容認・放置できない脅威に
相当し、それを予防的な対処として軍事攻撃
にいたった（いわゆる予防戦争 preventive 
war）とする根拠も、それを正当化する国際
的な手続き（例えば国連安保理における協議
や決議採択への働きかけや決議採択）がなさ
れたわけでもない。それどころか、アメリカ
のトランプ大統領は、イランを「テロリスト」
国家と呼び、あたかも国連加盟国で、まっと
うな主権国家であるイランの国家元首が自ら
の執務室での公務に従事している最中に、あ
たかも国際法的な無法者（いわゆる国際「テ
ロリスト」）を殺害するのと同様に、軍事的
手段を使って暗殺するにおよんだことを、全
く問題視しない言動を取っている（注12）。

■ 3 ．エスカレーションのつけ
としてのアラブ湾岸諸国

（エネルギー関連施設）へ
の攻撃の波及・ホルムズ海
峡の封鎖

　冒頭において言及した、イランによるホル
ムズ海峡の事実上の封鎖は、アメリカとイス
ラエルによる一方的かつ国際法的には非合法

的な軍事攻撃の結果として起こっている問題
であり、これらの経緯と背景と切り離して議
論することは適切ではない。イランは、パフ
ラヴィー王制期の1951年にイラン国会が（現
在のBPの前身である）アングロ・イラニア
ン石油会社を含む同国の石油産業を国有化す
る法律を制定した後に、イギリス海軍からイ
ランの原油輸出を阻止するために海上封鎖を
受けたことはあっても、自らホルムズ海峡を
封鎖する行動にでたことは、これまでは（史
上）一度もなかった。無論、いわば何のいわ
れもなく、晴天の霹靂のように国家元首の暗
殺で始まる大規模軍事攻撃を受けたことも史
上初めてであり、国連安保理もどの国際的な
主体もアメリカ・イスラエルによる対イラン
攻撃とその継続を40日近くに亘り阻止できな
かった以上、イランが自衛のための措置に及
んでいる背景は明らかである（注13）。
　イランの軍事的反撃の対象は、攻撃国のイ
スラエルに加え、2026年の戦争では、ペルシ
ア湾を挟んで対岸の湾岸アラブ諸国のうち、
クウェート、バーレーン、サウジアラビアな
どの駐留米軍が使用している軍事基地および
アラブ首長国連邦やカタールのエネルギー関
連施設へと拡大している。イランのサウジア
ラビアのスルタン王子空軍基地への 3 月下旬
の攻撃では、駐機中のアメリカ空軍の早期警
戒管制機（AWACS）が完全に破壊されるな
ど、軍事的にも一定の効果をあげている。
　ホルムズ海峡の事実上の閉鎖については、
イラン政府の主張は、ホルムズ海峡は国際海
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峡ではなく、イランとオマーンの領海に過ぎ
ず、イランが国際法に反する形で一方的に攻
撃を受け、ペルシア湾およびホルムズ海峡周
辺において平和や秩序および安全が害されて
いる以上、攻撃国以外の船舶が海峡を安全に
航行するためには、イランの国軍と調整する
必要がある、とのものである。この議論の国
際法的な根拠は、イラン政府は制定時に国連
海洋法条約（1982年）に調印したものの、イ
ラン国会が同条約を批准しておらず、同条約
が認めるホルムズ海峡のイラン領海部分の

「通過通航権」（つまり領海を国際海峡と同様
にみなし通過できるとする解釈）が成立しな
い、とのものである。イランが批准している
ものは、領海条約（1964年）のみであり、こ
れは平時における無害通航権は認めているも
のの、上述のように、平和と安全が害されて
いる紛争時に航行を制限することは問題な
い、という議論である。
　これに対抗する措置としてのアメリカの海
上封鎖については、国際法的には、対イラン
攻撃と同様に、正当な根拠があるとは言い難
い。その目的および狙いについては、イラン
側のホルムズ海峡の事実上の通航制限とアメ
リカ側の海上封鎖のいずれも、相手国側へ圧
力をかける手段として使われている点では同
じである。イラン側の狙いは、当初は早期の
攻撃終結に誘導するための攻撃コストの釣り
上げであり、一時停戦後では最終的な戦争終
結の合意内容にアメリカ・イスラエル側が再
攻撃をしてこない保証を組み入れさせるため

のものであると理解できる。一方、アメリカ
側の海上封鎖の当初の狙いは、戦闘下でも続
いていたイランの（中国向け）原油輸出の停
止の手段、およびイランの原油生産能力の破
壊によるイランの全面降伏を引き出す手段と
して、実施に移されたと考えうる。しかしな
がら、後者については、本論執筆時において
は、イランの生産済み余剰原油の貯蔵手段に
もまだ余裕があるようであり、またイランの
油田は当初の開発から年月が経っているもの
が多く、二次回収の手法で生産しているた
め、生産調整が比較的容易であり、イランの
原油生産能力を海上封鎖により損傷すること
は 困 難 で あ る と い う 指 摘 も さ れ て い る

（注14）。
　ホルムズ海峡の事実上の閉鎖がどのくらい
長引くかという問題に加え、クウェート、カ
タール、アラブ首長国連邦などのエネルギー
関連施設での損傷被害の修復についても、戦
争終結から少なくとも数ヶ月、長ければ数年
に及ぶとの見通しが示されている。ホルムズ
海峡の通航制限とアメリカの海上封鎖につい
ては、冒頭で述べた通り、イランとアメリカ
の間の双方に対する要求のへだたりが大きい
ことを考えると、現時点では解決の見通しは
たて難い。地の利があるイランは、これまで
も最大級の経済的圧力を経験してきており、
政治体制的にも国民の不満を不問とし続ける
ことが可能であるため、軍事能力が続く限
り、妥協をする必要性を見出すことはないと
考えられる。そうであれば、アメリカ（トラ
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ンプ政権）側がその一部の要求（とりわけイ
ランに自前のウラン濃縮を許さないとする

「ゼロ・エンリッチメント」の要求）を和ら
げない限り、両国間で政治的な妥結にいたる
見込みはない。いうまでもないことである
が、アメリカ・イラン間の外交・政治レベル
の対立が、軍事・経済的な睨み合いに発展し
た現在、もとのレベルに引き下げることはほ
ぼ不可能に近い（少なくともトランプ政権が
任期終了を迎えるまでは続くことが予期でき
る）。その意味では、2026年 2 月28日に始め
られた対イラン戦争は、そのホルムズ海峡の
通過通航をめぐり、「パンドラの箱」を開け
る結果となっていることがわかる。

（注 1 ）イスラエルは、アメリカの仲介でレバノン政府

との間において 4 月16日より停戦を宣言しているが、

レバノン南部およびベイルートのシーア派地域への攻

撃（すなわち停戦違反）を続けている。
（注 2 ）イランは、アブー・マフディーを始めとする幾

種類もの（地対地、地対艦、地対空など）巡航ミサイ

ルを独自開発している。とりわけ、射程が1200キロの

アブー・マフディ地対艦巡航ミサイルは、アメリカの

トマホーク巡航ミサイルにほぼ匹敵する高性能のミサ

イルである。他方、豊富に保有・配備している弾道ミ

サイルと違い、イランの巡航ミサイルの在庫には限り

があり、今回その巡航ミサイルを使い、ホルムズ海峡

を通過中のアメリカのイージス・システム搭載の駆逐

艦を攻撃したことには、軍事的には大きな意味合いを

持っていた。無論、イージス艦はミサイル迎撃が主要

な任務の一つであり、イランが発射した巡航ミサイル

は迎撃をされたが、それはイラン側も当初から織り込

み済みのことであった。すなわち、これらの応酬がイ

ランとアメリカの海軍の間で、ホルムズ海峡で起こる

にいたったこと自体が、1979年以来の両国の対立の中

でも、一つの歴史的に重要なピークとして大変象徴的

な意味合いをもつものであった。
（注 3 ）イランは1968年に核不拡散条約（NPT）を締結

し、1970年にイラン国家の批准を以て締約国となり、

1979年の王制崩壊とイスラーム共和国の成立（いわゆ

るイラン革命）後も、引き続き条約を遵守する姿勢を

取り続けている。
（注 4 ）拙稿「イランの核合意・制裁解除─その意義、

背景と余波─」、歴史学研究会『歴史学研究』2016年

9 月号、p. 18、を参照されたい。
（注 5 ）詳しくは上述拙稿「イラン核合意・制裁解除」

を参照ありたい。
（注 6 ）その経緯と影響については、拙稿「トランプ政

権とイラン核合意の行方─米国単独離脱とその影響」

日本国際問題研究所『国際問題』No. 671（2018年 5

月）、pp. 5–16、を参照されたい。
（注 7 ）この時期の問題については、拙稿「ロウハーニ

ー後のイランとバイデン政権─対イラン制裁とイラン

核合意の行方─」日本国際問題研究所『国際問題』

No. 702（2021年 8 月）、pp. 32-39、を参照ありたい。
（注 8 ）この背景と分析については、拙稿「第13期大統

領選挙に顕れるイラン・イスラーム革命体制の諸問

題」中東調査会『中東研究』No. 543（2022年 1 月）、

pp. 20–29、を参照されたい。
（注 9 ）したがって表面的には、 2 期目のトランプ政権

は、イランのウラン濃縮プログラムの存在自体を認め

ないという、NPT条約を超えた要求へと方針転換を

したように見える。
（注10）2025年 6 月のイスラエルとアメリカの対イラン

攻撃は、イラン国内では12日戦争と呼ばれている。イ

スラエルもこの戦争の初日をイラン側要人（革命防衛

隊司令官・核科学者）の暗殺で始めた。イスラエルが

当初目指していた戦略的目的を達成できていない時点

で停戦に応じた背景には、イラン側の反撃が予想外の

被害をもたらし始めていたという背景がある。
（注11）イランはこの治外法権的な軍事攻撃に対し、駐
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留アメリカ軍が使用していたイラクのアル・アサド空

軍基地を20発近くの弾頭ミサイルで攻撃した。この際

は、イラク政府を通じて駐留アメリカ軍に事前警告が

伝わっており、同基地の米兵は全員地下のバンカー

（防空壕）に避難したため、米兵の死者はでなかった。

ただし、ほぼ全発の弾道ミサイルが同基地に着弾した

ため、脳震盪等の負傷を受けた米兵は複数出たと事後

に報道された。
（注12）これに関しては、直後に国連安保理の臨時会合

は開かれたが、国際社会としても、各国も特段の措置

をとっておらず、無作為の対応をしているといわざる

を得ない。ちなみに、アメリカとイスラエルによるイ

ランの国家要人の暗殺は、執務室だけでなく、その住

居においても行われており、家族も巻き添えで殺害さ

れるケースが多々起きている。イランのハメネイ最高

指導の公務室への攻撃も、併設されている住居も同時

に爆撃を受けたため、ハメネイ氏の夫人および娘・娘

婿・孫も殺害されており、多数の巻き添え被害が出て

いる。家族共々要人暗殺を行う行為は2025年 6 月の12

日戦争でも頻繁に見られた。
（注13） 4 月 8 日に実現した一時停戦は、パキスタンの

シャリーフ首相とムニール陸軍参謀長・元帥が仲介し

た。
（注14）Bijan Khajehpour, “Will the US naval blockade 

severely damage Iran’s oil sector?” Amwaj Media 

（May 5, 20026）.
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